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1 R7.9.19 R7.10.1
（１）令和６年度特別区相互貸借状況一覧
（２）多摩地域　新刊書等の貸出制限一覧（2023.11）

3 1 都立中央図書館

2 R7.9.19 R7.10.1 都立図書館協力ハンドブック　2025年度版

本件請求に係る情報のうち、「都立図書館協力ハンドブック　2025年度版」
は、東京都立中央図書館の所蔵として閲覧可能な情報であり、これらは東京都
情報公開条例第１８条第２項「都の図書館等図書、資料、刊行物等を閲覧に供
し、若しくは貸し出すことを目的とする施設において管理されている公文書で
あって、一般に閲覧させ、若しくは貸し出すことができるとされているもの
は、当該公文書の開示をしないものとする。」に該当するため

都立中央図書館

3 R7.9.30 R7.10.8
都立井草高等学校（4）便所その他改修工事
起案書・上申書・訴訟告知書

5 1 1 1

・東京都情報公開条例第７条第３号「事業活動情報」に該当し、公にすること
により、当該法人等又は当該事業を営む個人の競争上又は事業運営上の地位そ
の他社会的な地位が損なわれると認められるため
・東京都情報公開条例第７条第４号「犯罪の予防・捜査等情報」に該当し、公
にすることにより、犯罪の予防に支障を及ぼすため

教育庁都立学校教
育部営繕課

4 R7.9.26 R7.10.9
市民団体「○○○○」（○○○○代表）から都（教育委員会、教育長を含む）
に提出された質問状、要望書等の文書、および都（同）の回答、並びに、同会
と都の間でかわされた通信記録等の記録のうち、現存するものすべて。

1 1 1

公文書には、個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの（他
の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができるものを含
む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、な
お個人の権利利益を害するおそれがあるものが含まれるため（東京都情報公開
条例第７条第２号に該当）
また、公にすることにより、都民等からの率直な意見等が妨げられ、広聴業務
の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため（東京都情報公開条例第7条第６
号に該当）

教育庁総務部広報
統計課

5 R7.9.26 R7.10.10
市民団体「○○○○」と教育庁グローバル人材育成部の間でかわされた文書の
すべて

1 1 1

・個人に関する情報で、特定の個人を識別することができるもの又は特定の個
人を識別することはできないが、公にすることによりなお個人の権利利益を害
するおそれがあるものが含まれるため（東京都情報公開条例第７条第２号）
・開示が前提となると、事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため
（東京都情報公開条例第７条第６号）

教育庁グローバル
人材育成部国際教
育企画課

6 R7.9.28 R7.10.10

・令和８年度東京都立高等学校入学者選抜検討委員会配布資料
・令和８年度東京都立高等学校入学者選抜検討委員会議事録
・令和８年度東京都立高等学校入学者選抜検討委員会報告書の作成及び公表に
ついて

225 1
教育庁都立学校教
育部高等学校教育
課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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7 R7.9.28 R7.10.10
令和８年度東京都立高等学校入学者選抜検討委員会特別部会の議事録や配布資
料などの文書や図面や電磁的記録

1
令和８年度東京都立高等学校入学者選抜検討委員会特別部会を開催しておら
ず、文書が存在しないため

教育庁都立学校教
育部高等学校教育
課

8 R7.9.28 R7.10.10

・令和５年度から申請日現在までの臨時会議の会議資料や議事記録などすべて
の文書や図面や電磁的記録
・令和５年度から申請日現在までの臨時総会の会議資料や議事記録などすべて
の文書や図面や電磁的記録
・令和５年度から申請日現在までの実施協定に基づくすべての計画変更要求に
関する文書や図面や電磁的記録

1 作成及び取得しておらず、存在しないため
教育庁グローバル
人材育成部国際教
育企画課

9 R7.10.1 R7.10.10

令和７年度東京都公立学校教員採用候補者選考（８年度採用）第一次選考　問
題
〇小学校全科　〇小学校全科（英語コース）
〇特別支援学校　小学部　〇中・高共通　国語 〇特別支援学校　中・高　国語
〇中・高共通　公民　〇中・高共通　英語　〇特別支援学校　中・高　英語 〇
小・中共通　中・高共通　音楽　〇特別支援学校　音楽 〇小・中共通　中・高
共通　美術　〇特別支援学校　美術 〇高等学校　工業　〇養護教諭　〇特別支
援学校　自立活動

令和７年度東京都公立学校教員採用候補者選考（８年度採用）第一次選考　解
答用紙
〇教職教養　〇専門教養　〇論文

327 1
教育庁人事部試験
課

10 R7.10.3 R7.10.14

（１）令和７年３月２７日付けの中学校等別評定割合（個表）
－都内公立中学校第３学年及び義務教育学校第９学年の令和６年１２月３１日
現在の評定（調査書記載の評定）状況－　調査対象６２２校（中等教育学校、
義務教育学校を含む。）のうち調査対象人員が４０人以下の学校等を除いた５
７８校における杉並区の学校
（２）令和６年３月２８日付けの中学校等別評定割合（個表）
－都内公立中学校第３学年及び義務教育学校第９学年の令和５年１２月３１日
現在の評定（調査書記載の評定）状況－　調査対象６２１校（中等教育学校、
義務教育学校を含む。）のうち調査対象人員が４０人以下の学校等を除いた５
７５校における杉並区の学校
（３）令和５年３月２３日付けの中学校等別評定割合（個表）
－都内公立中学校第３学年及び義務教育学校第９学年の令和４年１２月３１日
現在の評定（調査書記載の評定）状況－　調査対象６２２校（中等教育学校、
義務教育学校を含む。）のうち調査対象人員が４０人以下の学校等を除いた５
７５校における杉並区の学校

6 1
教育庁都立学校教
育部高等学校教育
課

11 R7.10.8 R7.10.20 内訳書（学校机外14点の買入れ） 1 1
中部学校経営支援
センター
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12 R7.10.8 R7.10.21
東京都特別支援学校高等部の令和５年度および令和６年度の卒業生（学校別お
よび在住別）について進路先状況（大学/専門学校/企業就労/就労移行支援/就
労継続支援Ａ型/就労継続支援B型/生活介護/その他）がわかる統計資料

1 作成及び取得しておらず、存在しないため
教育庁指導部管理
課

13 R7.10.8 R7.10.21

・令和７年３月２７日付けの中学校等別評定割合（個表）
－都内公立中学校第３学年及び義務教育学校第９学年の令和６年１２月３１日
現在の評定（調査書記載の評定）状況－　調査対象６２２校（中等教育学校、
義務教育学校を含む。）のうち調査対象人員が４０人以下の学校等を除いた５
７８校
・令和６年３月２８日付けの中学校等別評定割合（個表）
－都内公立中学校第３学年及び義務教育学校第９学年の令和５年１２月３１日
現在の評定（調査書記載の評定）状況－　調査対象６２１校（中等教育学校、
義務教育学校を含む。）のうち調査対象人員が４０人以下の学校等を除いた５
７５校
・令和５年３月２３日付けの中学校等別評定割合（個表）
－都内公立中学校第３学年及び義務教育学校第９学年の令和４年１２月３１日
現在の評定（調査書記載の評定）状況－　調査対象６２２校（中等教育学校、
義務教育学校を含む。）のうち調査対象人員が４０人以下の学校等を除いた５
７５校

35 1
教育庁都立学校教
育部高等学校教育
課

14 R4.9.17 R7.10.24 ３教人職第１４９３号　○○○○公立学校教員に対する懲戒処分等について 40 1 1 1

・開示されることとなると、人事管理に係る事務の公正かつ円滑な遂行に支障
が生じるおそれがあるため（東京都情報公開条例第７条第６号）
・個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるもの（他の
情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるも
のを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、開示することによ
り、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもののため（東京都情報公開条
例第７条第２号）
等

教育庁人事部職員
課

15 R4.11.14 R7.10.24

（１）４教人職第１４３３号　公立学校教員に対する懲戒処分について
（２）令和４年１１月９日付け発令通知書
（３）４教人職第１７４８号　教員に対する処分について
（４）４教人職第６８９号　教職員等に対する懲戒処分等の審査について（諮
問）
（５）４懲分審第６号　教職員等に対する懲戒処分等の審査について（答申）
（６）４教人職第１３６４号　教職員等に対する懲戒処分等の審査について
（諮問）
（７）４懲分審第１３号　教職員等に対する懲戒処分等の審査について（答
申）

64 1 1 1

・個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるもの（他の
情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるも
のを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、開示することによ
り、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもののため（東京都情報公開条
例第７条第２号）
・開示が前提となると、人事管理に係る事務の公正かつ円滑な遂行に支障を及
ぼすおそれがあるため（東京都情報公開条例第７条第６号）
等

教育庁人事部職員
課
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16 R7.10.13 R7.10.27

東京都教育委員会公益通報弁護士相談窓口に通報された「○○○○」に関する
調査及び是正措置に関する一連の文書
【請求内容】
次の文書について開示を求める
１　東京都教育委員会から発出された調査依頼文書
２　東京都教育委員会へ提出された調査結果報告書
３　東京都教育委員会内部で作成された、上記報告書の検討・評価に関する文
書
４　東京都教育委員会が行った是正指導又は再発防止措置に関する文書
５　上記に関連して東京都教育委員会が受領又は作成した参考資料（調査経過
メモ、会議記録等）

1 1 1
請求のあった文書があるかないかを明らかにすることで、不開示情報を開示し
てしまうこととなるため

教育庁総務部総務
課

17 R7.10.16 R7.10.27
「○○○○」（○○○○代表）が東京都教育委員会に宛てて提出した「公開質
問状」

1 1
公にすることにより、業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため（東
京都情報公開条例第7条第６号に該当）

教育庁総務部広報
統計課

18 R7.10.20 R7.10.27

いじめ事案に関し、学校および東京都教育委員会が作成または受理した報告
書、調査記録、協議記録、議事録など、当該事案の経過および対応に関する一
切の文書について、教育行政の対応過程を検証し、学校および教育委員会がど
のように再発防止・被害回復に取り組んだのかを明らかにすることで、教育現
場における安全確保と信頼回復を図るとともに、同様の事案の再発防止に資す
るため開示を請求します。

1 1 1
請求のあった文書があるかないかを明らかにすることで、不開示情報を開示し
てしまうこととなるため

都立〇〇学校

19 R7.10.16 R7.10.28
矢口特別支援学校第一校舎施設台帳図面作成に係る内訳書
矢口特別支援学校第一校舎施設台帳図面成果物一式

14 1 1 公にすることにより、犯罪の予防に支障を及ぼすおそれがあるため
教育庁都立学校教
育部特別支援教育
課

20 R7.9.2 R7.10.31 事業の方針変更等に関する覚書起案原議 29 1 1 1

・公にすることにより、当該事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるた
め（東京都情報公開条例第７条第６号）
・公にすることにより、当該法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会的
な地位が損なわれると認められるため（東京都情報公開条例第７条第３号）
等

教育庁グローバル
人材育成部国際教
育企画課


